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　本稿は、東京大学社会科学研究所が2007 年から毎年実施している「働き方とライフスタイルの
変化に関する全国調査」の2016 年調査に関する基礎的な分析を紹介する。４つの大きなテーマに
ついて分析した。第1のテーマは、若年・壮年者の離家経験であり、8割以上が親と離れて別の世
帯で生活した経験をもち、男性の場合には学校・就業に関わる理由、女性の場合には結婚を理由
とした離家が多く、社会的に恵まれた家庭の出身者は離家時期が遅い傾向が見られた。第2に長時
間労働と家族形成の関連を取り上げ、女性では労働時間が長い場合には結婚・出産を経験する割
合が低くなる傾向が見られ、男性では週77時間以上という過度に労働時間が長い場合に同様のマ
イナス効果が見られた。第3に子ども保険への加入を取り上げた。子どもを持つ回答者の58%が
子ども保険に加入し、裕福な世帯ほど加入率が高い。子ども保険の加入者は、「子どもにはできる
だけ多くの財産を残してやりたい」と考える傾向が見られた。第4のテーマとして、人びとの考え
る「危機」とは何かについて自由回答形式で尋ねた。地震などの自然災害・天災を「危機」と考える
回答が、いずれの年齢・性別でもきわだって高かった。国際関係や、介護・老後問題を「危機」と
捉える人々は、年齢が上がるにつれて多くなる傾向が見られた。1

【注：当ページは9月号（前編）にも表記、10月号（後編）としては次ページより】

1 本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ　No.101「パ
ネル調査から見る離家経験、家族形成、子ども保険への加入、危機への意識：「働き方とライフスタイル
の変化に関する全国調査（JLPS）2016」の結果から」（2017 年 2 月）を修正し、執筆したものである。
本稿は科学研究費補助金基盤研究 (S)(18103003, 22223005)、特別推進研究（25000001）の助成を受けて
行った研究成果の一部である。東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所
研究資金、㈱アウトソーシングからの奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して
実施した。パネル調査データの使用にあたっては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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4. 子ども保険（学資保険）への加入
JLPSの2016年調査では、人々が加入してい

る保険の種類について尋ねた。本節では、子ど
も保険（学資保険）に焦点を当てて、社会的属性
や教育意識との関連について分析を行う。

⑴ 子ども保険の一般的特徴

公益財団法人生命保険文化センターによると9、
子ども保険とは原則として親が契約者、子ども
が被保険者になって契約するタイプの保険であ
り、子どもの入学や進学に合わせて祝金や満期
保険金を受け取るものであるとされる。

生命保険協会（2016）によると、2015年の子
ども保険の新規契約件数は、84万件となってお
り、個人保険市場の中で約5%を占めている（契
約高では2.0兆円であり、全体の73.2兆円のう
ち約2.7%）。

またアクサダイレクト生命（2013）によると、
子ども保険に関する論点の1つは、「戻り率」であ
るとされている。子どもの大学進学にあわせた貯
蓄性の高さが、人々が加入する上での大きなイ
ンセンティヴとなっていることが示唆される。大
学進学における家族の経済的負担の重さがしば
しば指摘される日本社会において（矢野 2015）、
子ども保険は親の死亡・病気などが起きた際に、
将来的に教育費が支払えなくなるリスクに備え
る手段の1つになっていると考えられる。

では、具体的にはどのような人々が子ども保
険に加入しているのだろうか。たとえば、貧し

い人々ほど子どもを大学に進学させる際の経済
的負担が大きいために、あらかじめリスクに備
えて加入するのだろうか。それとも、裕福な人々
ほど自らの子どもが大学に進学することをより
確実にするために、加入しているのだろうか。
また、加入の有無によって、子どもへの教育意
識の差異は見られるのだろうか。J L P Sの調査
対象の年齢は、2016年時点で29 ～ 49歳となっ
ており、子どもを持つ人々が増えてきている。
よって子ども保険への加入を尋ねるのにも適し
たデータになっていると考えられる。

⑵ どのような人々が子ども保険へ加入しているか

図7はJ L P Sの2016年調査において、様々な
種類の保険への加入の有無を、複数回答の形式
で尋ねたものである。もっとも加入率が高いの
は生命保険（86.0%）であり、火災保険（50.9%）、
がん保険（44.7%）と続いている。子ども保険は
調査した保険の種類では4番目に多く、37.1%
の人々が加入していた。

ただし、子ども保険はその性格上、加入する
のは子どもを持つ人々にほとんど限定されてい
ると考えられる。子どもの有無別に見ると、子
どもがいる人々における子ども保険の加入率は
57.9%であった（図は省略）。これに対して、子
どものいない人々で加入しているケースはほと
んど見られなかった（0.3%）。よって以下では、
子どもがいる人々のみを分析対象とする。

表4から表7は、いくつかの属性による子ども

9  http://www.jili.or.jp/knows_learns/basic/kind_main/child.html（2017 年 2 月 17 日アクセス）

図 7　加入している保険の種類（複数回答可，N=3370）
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保険への加入率の違いを見たものである。まず
表4では、調査対象者の2016年時点の年齢（5
歳刻みの4段階）ごとに分類した。もっとも加入
率が高いのは、29 ～ 33歳であり、66.7%であっ
た。34 ～ 38歳 で は63.2%、39 ～ 43歳 で は
63.0%、44 ～ 49歳では50.2%と年齢が上がる
につれて加入率が低くなっている。これらの差
は統計的にも有意であった。こうした年齢によ
る加入率の低下が見られるのは、子どもの年齢
が上昇し、保険の満期を迎えた人々が含まれる
ことが理由の1つであろう。

表5では、世帯収入（2015年の1年間の税込
み額）別の値を示した。世帯収入と子ども保険
への加入率の関連は、統計的にも有意であった。
350万円未満の人々ではもっとも加入率が低く、
51.4%であった。もっとも加入率が高いのは
650万円位上850万円未満の人々で、61.8%で
あった。850万円以上の人々でやや加入率が下
がっているのは、年齢と世帯収入に正の相関が
あり、保険の満期を迎えた人々が含まれている
ためと考えられるだろう。

表6には、子どもの性別構成による加入率を
示した。男子のみがいる人々では59.1%、女子
のみがいる人々では54.6%、男女両方がいる人々
では59.4%であった。女子のみがいる人々では
やや加入率が低い結果であったが、統計的に有
意な差はみられなかった。ただし、この表では、
子どもの数は区別していない（男子のみ・女子の

みのカテゴリーには、子どもが1人の人々が含ま
れている）。

表7には、子どもの数で分けた際の子ども保
険への加入率を示した。なお本調査では、子ど
も保険への加入が何番目の子どもについてかは
尋ねていない。そのため、子どもが複数いる人々
については、すべての子どもが現在加入してい
ない場合にのみ、非加入とカウントされること
になるはずである。結果は、子どもが1人の人々
では56.1%、2人の人々では59.0%、3人以上
の人々では57.5%であった。これらの差は統計
的に有意なものではなかった。

以上で見てきた関係は、それぞれ他の変数を
統制した場合にも見られるものだろうか。　次
に、表8は子ども保険への加入の有無について、
複数の変数を同時に投入した結果を示したもの
である。使用した独立変数は、2016年調査にお
ける対象者の年齢（5歳刻みの4段階）、子どもの
数、子どもの性別構成、末子年齢が19歳未満で
あるかどうか、そして世帯収入である。

結果を見ると、まず明瞭なのは末子年齢であ
る。末子が19歳未満であるほど加入している
傾向が見られる。子どもの大学入学時点を満期
としている子ども保険が多いことを踏まえれば、
この結果は予想されるとおりである。

対象者の年齢では統計的に有意な差異は見ら
れなかった。子どもの状況を統制した場合に、
親の年代によって加入率が異なるとは言えなさ

表 4　年齢別のこども保険への加入率（％，N=2172）

加入 非加入

29 ～ 33 歳 66.7 33.3

34 ～ 38 歳 63.2 36.8

39 ～ 43 歳 63.0 37.0

44 ～ 49 歳 50.2 49.8

計 59.1 40.9

X^2(3) = 45.7　0.1% 水準で統計的に有意

表 5　世帯収入別のこども保険への加入率
（％，N=1955）

加入 非加入

350 万円未満 51.4 48.6

350 ～ 600 万円 57.9 42.1

600 ～ 850 万円 61.8 38.2

850 万円以上 57.6 42.4

計 58.4 41.6

X^2(3) = 6.7　10% 水準で統計的に有意

表 6　こどもの性別構成と子ども保険への加入率
（％，N=2165）

加入 非加入

男子のみ 59.1 40.9

女子のみ 54.6 45.4

男女両方 59.4 40.6

計 57.9 42.1

χ ^2(3) = 3.9   統計的に有意でない

表 7　子どもの数と子ども保険への加入率
（％，N=2172）

加入 非加入

1 人 56.1 43.9

2 人 59.0 41.0

3 人以上 57.5 42.6

計 57.9 42.1
χ ^2(3) = 1.3   統計的に有意でない
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そうである。子どもの数によっても、統計的に
有意な差は見られない。

子どもの性別構成では、男子・女子の両方が
いる場合と比較して、男子のみの場合は差が見
られないものの、女子のみの場合は有意に加入
率が低い。これは男子ほど大学に進学させるこ
とを期待し、将来のリスクに備えようとしてい
る結果の現れなのかもしれない。

世帯収入では、350万円未満を基準として、
600 ～ 850万円と、850万円以上の人々では、
5%水準で有意に加入率が高かった。

⑶ 子ども保険への加入と子どもに対する意識の関係

子ども保険への加入をしている人々とそうで
ない人々では、子どもに対する異なる意識は見
られるだろうか。J L P Sの2016年調査では以下
のように、「子どもに対してしてあげたいこと」
を尋ねている。

Q32A. 自分の子どもにはできるだけ高い教
育を受けさせたい

Q32B. 自分の子どもには、学校教育のほか
に家庭教師をつけたり、塾に通わせたい

Q32C . 自分の子どもには出来るだけ多く
の財産を残してやりたい

（それぞれ5件法で尋ねられており、選択肢
は「1. そう思う」、「2. どちらかといえばそ
う思う」、「3. どちらかといえばそう思わな
い」、「4. そう思わない」、「5. わからない」）

子ども保険への加入行動は、子どもへの教育
期待や財産の継承希望の高さと結びついている
のだろうか。以下では3つの意識を従属変数と
した分析を行う。

5件法で尋ねたそれぞれの変数について、「5. 
わからない」は割合がいずれも高くなかったこと
から、欠損値として扱う。残りの値は順序を逆
転させ、数値が大きくなるほど子どもに対する
期待が大きくなるように設定した。

また統制変数として、前項の分析に用いた変
数（2016年調査における対象者の年齢、子ども
の数、子どもの性別構成、末子年齢が19歳未満
であるかどうか、世帯収入）を用いた。

表9は分析結果を示したものである。まず、
⑴ 「自分の子どもにはできるだけ高い教育を受
けさせたい」については、子ども保険の加入の有
無による意識の差異は統計的に有意ではなかっ
た。統制変数を見ると、世帯収入が高く、末子
年齢が19歳未満である場合に、人々は自分の子
どもにできるだけ高い教育を受けさせたいと思
う傾向にある。また子どもの数が1人の場合にく
らべて、3人以上になるとそう思いにくいという
結果である。前項の分析では、裕福であったり
末子年齢が低かったりする人々ほど子ども保険
に加入していることがわかったが、子ども保険
はこうした属性を持つ人々が持つ高い教育意識
を媒介する変数になっているとは言えないよう
である。

同様にして、⑵ 「自分の子どもには、学校教
育のほかに家庭教師をつけたり、塾に通わせた
い」についても、子ども保険への加入は統計的に
有意な差異をもたらしていない10。統制変数は
先ほどと同様に、世帯収入が高い場合や、末子
年齢が19歳未満である場合に、子どもに家庭教
師をつけたり塾に通わせたりしたいと思いやす
く、子どもが3人以上の場合にはそう思いにくい
ことを示している。また、本人年齢が29 ～ 33

表 8　子ども保険への加入の有無
（二項ロジットモデル，N=1951）

対数
オッズ比

標準誤差

Wave10 年齢（基準：29-33 歳）

　　34-38 歳 .005 .177

　　39-43 歳 -.182 .164

　　44-49 歳 -.250 .167

子どもの数（基準：1 人）

　　2 人 .097 .130

　　3 人以上 -.133 .164

子どもの構成（基準：男女両方）

　　男子のみ -.020 .133

　　女子のみ -.267 * .132

末子年齢 19 歳未満 1.847 *** .189

世帯収入（基準：350 万円未満）

　　350 ～ 600 万円 .297 † .175

　　600 ～ 850 万円 .427 * .179

　　850 万円以上 .369 * .181

定数 -1.427 *** .301

サンプルサイズ 1951

† p<0.1 *p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001



－ 5 －

－ 6305 －■　中央調査報　No.720・平成29年10月10日発行

歳の人々にくらべて、39 ～ 43歳、および44 ～
49歳の人々は、学校外教育への希望が強い11。

これらに対して、⑶ 「自分の子どもには出来る
だけ多くの財産を残してやりたい」は、10%の有
意水準ではあるものの、子ども保険への加入と
正の関連が見られた。すなわち、子ども保険へ
加入している人々は、本人・子どもに関する様々
な変数を統制した後にも、子どもへの財産の継
承希望が大きいことを示す結果である。なお統
制変数については、世帯収入の高低との関連は
有意に見られなかった。そして本人年齢が高く
なるほど、また子どもの数が3人以上の場合に
は財産の継承希望度が低くなる傾向が有意に見
られた。

⑷ 結論

主な分析結果をまとめると次のようになる。
⑴ 子ども保険へは世帯収入が相対的に高い人々
が加入している。⑵ 子どもが女子のみの世帯で
はやや加入率が低くなっている。

⑶ 子どもに対する意識に関しては、「できる
だけ財産を残してやりたい」という希望とのみ、
子ども保険への加入行動は関連が見られる。

子ども保険はすでに述べたように、子どもの
教育費を将来的に払えなくなるというリスクに
備える手段の一つであった。しかし、子どもに
対する高い教育意識とは必ずしも結びついてい
るわけではなかった。ただし、子どもが女子の
みの世帯ではやや加入率が低くなっていたこと

10 ただし、（1）「自分の子どもにはできるだけ高い教育を受けさせたい」、（2）「自分の子どもには、学
校教育のほかに家庭教師をつけたり、塾に通わせたい」ともに、子ども保険への加入の係数は正であり、
符号条件としては子ども保険への加入が子どもへの高い教育意識と関連していることを示している。

11 この本人年齢との関連は、末子年齢を 19 歳未満かどうかのダミー変数ではなく、連続変数として投
入した場合にも同様に見られた。

表 9 子ども保険への加入と子どもへの意識の関係（順序ロジットモデル）

（1）できるだけ高い
　　教育を受けさせたい

（2）学校教育の
　　ほかに家庭教師や塾

（3）できるだけ財産を
　　残してやりたい

対数
オッズ比 標準誤差 対数

オッズ比 標準誤差 対数
オッズ比 標準誤差

子ども保険への加入 .088 .097 .111 .093 .172 † .093

Wave10 年齢（基準：29-33 歳）

　　34-38 歳 .026 .174 .114 .162 -.419 * .168

　　39-43 歳 -.243 .162 .408 ** .151 -.689 *** .156

　　44-49 歳 -.003 .165 .370 * .153 -.710 *** .158

子どもの数（基準：1 人）

　　2 人 -.123 .125 -.119 .119 -.127 .121

　　3 人以上 -.611 *** .159 -.552 *** .152 -.388 * .152

子どもの構成（基準：男女両方）

　　男子のみ -.041 .125 -.164 .120 -.074 .121

　　女子のみ -.067 .125 -.059 .120 -.007 .121

末子年齢 19 歳未満 .608 *** .161 .608 *** .156 .034 .154

世帯収入（基準：350 万円未満）

　　350 ～ 600 万円 .581 ** .176 .408 * .166 .171 .168

　　600 ～ 850 万円 .984 *** .181 .813 *** .171 .222 .172

　　850 万円以上 1.536 *** .184 1.176 *** .174 .149 .173

しきい値 1 -1.866 .290 -.594 .267 -2.839 .278

しきい値 2 -.336 .279 .957 .267 -1.198 .269

しきい値 3 2.147 .284 2.997 .276 .807 .268

サンプルサイズ 1772 1772 1772

† p<0.1 *p<0.05 **p<0.01 ***p<0.001
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12 熊本地震の発生のため、調査実施が一時的に延期された熊本県居住の対象者は、このデータには含ま
れていない。

13 回答率は、性別や年齢によって大きく異ならなかった。ちなみに、次の質問「危機についての考え・備え」
への回答率は 62.0% であった。

14 以上のコーディングに基づく最大の回答数は 11、平均回答数は 2.0 であった。

から、男子のみの世帯および男女両方の子ども
がいる世帯では、教育費を払えなくなるという
リスクが、より強く意識されているのかもしれ
ない。

また、「できるだけ財産を残してやりたい」と
いう意識については、世帯収入とは直接の関連
が見られず、子ども保険への加入とはプラスの
関連が見られた。子どもへの財産の継承希望は、
親の経済的豊かさにかかわらず広く見られるも
のであり、子ども保険への加入には、その継承
をより確実に行いたいというリスク回避的な性
格が現れているのかもしれない。

J L P Sには個人の持つ財産に関わる変数や、
リスク回避傾向に関わる変数も含まれており、
これらとの関係も明らかにしてゆくことが、今
後の課題である。

引用文献
○アクサダイレクト生 命，2013，「学 資 保険
（子ども保険）の動向」（h t t p : / / w w w. a x a -
d i r ec t - l i f e . co. j p /knowledge / semina r /
d e t a i l /2013/02/ p d f /201309s e m i n a r .
pdf，2017年2月17日アクセス）．

○生命保険協会，2016，「生命保険の動向 2016
年版」（h t t p : / / w w w. s e i h o . o r. j p / d a t a /
s ta t i s t i cs / t rend/pdf /a l l .pd f，2017年2月
17日アクセス）．

○矢野眞和，2015，『大学の条件――大衆化と市
場化の経済分析』東京大学出版会．

（小川 和孝）

5. ひとびとの考える「危機」とは何か？
⑴ 危機に関する質問と回答の集計手順

社研パネル若年・壮年調査の2016年調査に
は、「あなたが考える『危機』とは何ですか」、そ
して「その『危機』についてどのようにお考えです
か。またどのような備えをしていますか」という

自由回答形式の質問が、調査票の末尾に新しく
含められた。この質問に対する回答には、一つ
一つ記述の中身を確認した上で、その内容を表
す一定のコードを割り当てた。割り当てるコー
ドの体系は、実際のコーディング過程において
適宜改編を加え、結果的に「危機とは何か」につ
いては105種類、「危機についての考え・備え」
については主に「備え」の内容に着目した16種類
のコードが設けられた。本稿ではこのうち、「危
機とは何か」についての回答の分析を行いたい。

まず全体的な回答状況であるが、2016年調査
に回答した対象者3,400名12のうち、「危機とは
何か」に対しては、そのうちの69.7%（2,370名）
から自由記述の回答が寄せられた13。2014年調
査において同様に自由回答形式で質問した「現在
および将来の生活全般（仕事、子育て・教育、介護、
老後の暮らし）への不安」への回答率が50.5%で
あったことと比べれば、危機についての本質問
への回答率はかなり高かったといえる。
「危機とは何か」に対する回答に割り当てた

105種類のコードは、「自然災害・天災」「食料・
環境・資源」「病気」「事故」「死」「老化」「障害」

「（より広い）健康悪化」「ケガ」「家族関係」「介
護」「老後問題」「失業・失職」「家計・生活水準
の悪化」「会社・事業の経営悪化」「国際関係」「社
会全体の問題」「その他の生命・生活・財産の危
機」「そのほかの問題」「どれにも当てはまらな
い問題」の20の項目群からなり、それぞれ詳細
な内容に応じて、あるいは「誰にふりかかる危機
であるか」によって、さらに細分されている。ま
た、対象者が自由記述の中で複数の危機につい
て、あるいは複数の内容を組み合わせた危機（た
とえば「失業による生活水準の悪化」など）につい
て言及した場合、それぞれの内容が明示されて
いる限り、示されたものすべてにコードを割り
当て、複数回答を可能としている14。
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⑵ 回答が多かった「危機」

表10はこのように集計された「危機とは何か」
の回答のうち、言及される比率が高い上位20種
類の危機内容を示したものである。この表の比
率は、この質問に回答した対象者（2,370名）を
分母としている（以下同様）。

言及がもっとも多かったのは「（内容を特定
しない）自然災害・天災」（39.4%）で、「地震」

（27.1%）がそれに続く。これらの比率は3位以
降に比べてかなり高く、日本に暮らすひとびと
にとって、やはり地震をはじめとする自然災害
が「危機」として認識される傾向が高いことがわ
かる。また、この調査が熊本地震（2016年4月）
の直後に実施されたことも、地震や自然災害に
関する回答が多かった一因かもしれない。

これらに続くのが、「自分の家計・生活水準の
悪化」（14.9%）、「自分の失業・失職」（9.5%）
という経済的状況に関する回答であり、さらに

「自分の病気」（8.5%）、「戦争・軍事攻撃」（8.4%）
の順となっている。

これらが5%以上の頻度の回答であるが、各
項目の回答比率は、それぞれの危機内容がどの
程度細かく分類されているかによっても左右さ
れるため、もう少し広いくくりの分類をもちい
て、回答の全体像をとらえておくことも有益で

あろう。表11は、このような観点から105種類
の危機を9つの大分類にまとめなおし、それぞ
れの回答比率を示したものである。

これによれば、もっとも回答の多かったカテ
ゴリーはやはり「自然災害・天災」で、半数以上
のひとびと（55.4%）がこれに言及している。そ
の内訳を細かくみると、やはり「（内容を特定し
ない）自然災害・天災」「地震」の比率が圧倒的で
あり（表10参照、以下同様）、火事（1.5%）、洪水・
水害（1.0%）、台風（0.8%）、噴火（0.8%）など
の比率は比較的低い。

次に多かったのが、家計・生活水準の悪化や
自分や家族の失業・失職・経営悪化などからな
る「個人の生活・家計・経済状況に関する問題」
であり、回答者の29.3%がこれに言及している。
さらに自分や家族の病気や健康悪化などの「健
康・生命に関する問題」（26.1%）が続いている。

その後、社会全体の不景気・経済破綻、治安
問題、政治問題（2.3%）、社会保障・年金問題

（2.2%）、少子高齢化（1.7%）などからなる「社
会全体に関する問題」（14.9%）、さらに戦争・
軍事攻撃、テロ、その他国際関係（1.8%）、（よ
り広い）近隣諸国関係（0.7%）などからなる「国
際関係」（13.2%）という、マクロな社会問題に
関する危機が続く。大分類レベルでみた場合、
10%以上の回答があった危機はこれら5つであ
り、この後は具体的な個別の項目にはあてはま
らなかった「その他の問題」（9.7%）、そのほか
の家族的問題、離婚・夫婦関係（1.2%）などの「家
族関係・家族問題」（6.6%）、自分自身の老後問
題や親の介護問題（1.9%）などの「介護・老後問
題」（5.2%）、放射能汚染・原発事故（1.0%）、
食糧不足（0.7%）などの「食料・環境（自然）・資

表 11　大分類別にみる危機回答

1 自然災害・天災 55.4%

2 個人の生活・家計・経済状況に関する問題 29.3%

3 健康・生命に関する問題 26.1%

4 社会全体に関する問題 14.9%

5 国際関係 13.2%

6 その他の問題 9.7%

7 家族関係・家族問題 6.6%

8 介護・老後問題 5.2%

9 食料・環境（自然）・資源に関する問題 2.7%

表 10　回答の多かった「危機」の内容（上位 20 種類）

1 （内容を特定しない）自然災害・天災 39.4%

2 地震 27.1%

3 自分の家計・生活水準の悪化 14.9%

4 自分の失業・失職 9.5%

5 自分の病気 8.5%

6 戦争・軍事攻撃 8.4%

7 そのほかの家族的問題 4.9%

8 （社会全体の）不景気・経済破綻 4.6%

9 自分自身の健康悪化 4.5%

10 （理由を特定しない）生活の危機 4.2%

11 そのほかの社会的問題 3.9%

12 そのほかの漠然とした危機・不安 3.8%

13 家族（配偶者・子ども）の病気 3.7%

14 テロ 3.5%

15 そのほかの本人に関する問題 3.4%

16 自分自身の老後 2.8%

17 自分の事故 2.8%

18 （理由を特定しない）生命の危機 2.7%

19 （社会全体の）治安問題 2.5%

20 家族（配偶者・子ども）の死 2.4%
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源に関する問題」（2.7%）の順となっている。

⑶ 個人属性別にみる危機回答

「危機とは何か」に対する回答は、性別や年齢
によって異なるのだろうか？ 図8は、表11と同
じ大分類による回答比率を男女別に示したもの
である。この図をみると、いくつかの項目にお
いて回答比率が男女間で異なっていることがわ
かる。具体的には、社会全体の問題、国際関係
は男性の方が言及する比率が高く、自然災害・
天災、健康・生命に関する問題、家族関係・家
族問題、介護・老後問題は女性の方が言及する

比率が高い。また、より細かな項目別の回答傾
向をみても、男性よりも女性の方が、家族や親
の健康・生命問題や親の介護問題など、家族に
関する問題に言及する傾向が高い。

図9は、同じ大分類による回答比率を年齢グ
ループ別に示したものである。これによるとま
ず、個人の生活・家計・経済状況に関する問題は、
年齢が高いほど回答比率が低下していることが
わかる。より細かな項目別にみても「自分の家計・
生活水準の悪化」は、30代前半で18.3%である
のに対し、40代後半では14.9%となっており、
また「自分の失業・失職」も30代前半（10.5%）

図8　男女別にみる危機回答（大分類）

図9　コーホート別にみる危機回答（大分類）
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よりも40代後半（7.9%）の方がやや低い。キャ
リア形成や子育てなど、将来のタスクが依然多
く残っている若い世代よりも、ある程度それら
を終え、将来の見通しも立ちやすくなった壮年
層ほど、経済的リスクに対する危機感が減少し
ていくといえるのかもしれない。

これに対して、社会全体に関する問題、国際
関係、介護・老後問題は、年齢が高いほど回答
比率が高くなっている。より詳細な項目別にみて
も、社会全体に関する問題については、年金な
どの社会保障問題（30代前半で0.7%、40代後
半で3.9%。以下同様）、治安問題（1.4%→2.7%）
で特に比率が高まっており、国際関係につい
ても戦争・軍事攻撃（5.3%→11.6%）、テロ

（2.1%→4.3%）などで特に高まっている。ま
た、介護・老後問題についても、自分自身の老
後（1.4%→3.9%）、親の介護（0.5%→3.1%）
などで特に比率が上昇している。

一方、健康・生命に関する問題についても年
齢が高いほど回答比率が高まることが予想され
たが、意外にそのような傾向はみられない。詳細
な項目別にみても、自分の病気（8.5%→8.5%）
など明確な変化がないものが多く、そのほかも、
自分自身の健康悪化（3.7%→5.8%）のように上
昇する項目と、自分の事故（3.4%→2.6%）のよ
うに低下する項目の双方が存在している。

以上、調査者が事前に選択肢を設定しない自
由回答形式の質問に基づき、ひとびとの考える

「危機」とは何かを探ってきた。分析の結果、地
震などの自然災害・天災を「危機」と考える傾向
がいずれの年齢・性別でもきわだって高いもの
の、年齢や性別の違いに応じたライフステージ
や家庭での役割の違いなどに応じた差異も一定
程度存在していることがあきらかになった。今
後はこれらの「危機」に対して、ひとびとがどの
ように考え、どのような備えを行っているのか
についても、引き続き検討を行っていきたい。

（有田 伸）

6. おわりに
本稿では「働き方とライフスタイルの変化に関

する全国調査」の2016年調査を用いた基礎的な
分析を4つのテーマについて行った。以下、分
析により明らかになった主な知見を要約する。
第1のテーマは、若年・壮年者の離家経験である。
回答者は2016年調査時点で29歳から49歳で
あることから、経験率は押しなべて高く、8割以
上が親と離れて別の世帯で生活した経験をもつ。
男性の場合には学校・就業に関わる理由、女性
の場合には結婚を理由とした離家が多い。離家
の時期は、離家した理由により異なるだけでな
く、育ってきた家庭の経済力や親の学歴などの
社会的な背景によっても異り、経済的・文化的
に恵まれた家庭の出身者は、離家時期の遅れが
見られる。　

第2は、長時間労働と家族形成の関連につい
て分析した。女性では相対的に労働時間が長い
場合には結婚・出産を経験する割合が低くなる
傾向が見られ、男性では週77時間以上という過
度に労働時間が長い場合に同様のマイナス効果
が見られた。

第3のテーマは、子ども保険への加入である。
子どもを持つ回答者の58%が子ども保険に加入
し、子どもが女子のみの世帯ではやや加入率が
低くなっている。これは男子ほど大学に進学す
ることを想定し、将来のリスクに備えようとし
ている可能性がある。世帯収入が相対的に高い
裕福な世帯ほど加入率が高い。子ども保険の加
入者は、「子どもにはできるだけ多くの財産を残
してやりたい」と考える傾向が見られた。

第4のテーマとして取り上げたのは、人びとの
考える「危機」についてである。回答者がどのよ
うなことを「危機」と考えるかについて、事前に
選択肢を設定しない自由回答形式で尋ねた。地
震などの自然災害・天災を「危機」と考える回答
が、いずれの年齢・性別でもきわだって高かった。
国際関係や、介護・老後問題を「危機」と捉える
人々は、年齢が上がるにつれて多くなる傾向が
見られた。

（石田 浩）
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9月の時事世論調査
9月の時事世論調査によると、

安倍内閣の支持率は前月比5.2
ポイント増の41.8%と4割台を
回復した。不支持率は7.4ポイ
ント減の36.7％で、3か月ぶり
に支持が不支持を上回った。

調査は全国の18歳以上の男女
2,000人を対象に、個別面接聴
取法で9月8日から11日に実施。
有効回収（率）は1,276（63.8％）。

この時期の国内の動きは、
奈良の山中に小型機墜落：奈

良県山添村の山中で、八尾空港
から福島空港に向かっていた小
型飛行機が墜落。乗っていた夫
婦が死亡した（8月14日）。

水俣条約が発効： 2013年に約
140カ国・地域が参加し、熊本
市で開催された国連会議で採択
された「水俣条約」が発効。この
時点で、最大の水銀排出国・中
国など74カ国・地域が条約を締
結している（8月16日）。

みちびき３号打ち上げ成功：
日本版G P Sの実現を目指す測位
衛星みちびき3号機が、種子島宇
宙センターからH2Aロケット35
号機で打ち上げられた。4号機は
秋に打ち上げ予定（8月19日）。

海自ヘリ墜落：青森県･竜飛崎
の西南西約90キロの日本海で、
夜間訓練中だった海上自衛隊の
哨戒ヘリコプターが墜落。乗員4
人のうち1人は救助されたが、機
長を含む3人が行方不明に（8月
26日）。

弾道ミサイルが日本上空通過：
北朝鮮が発射した弾道ミサイル
は、北海道上空を通過して襟裳
岬の東方約1180㎞の太平洋上に
落下。飛距離は約2700㎞、最

数民族ロヒンギャの武装集団と
治安部隊の衝突が続き、政府発
表では死者は104人に達した（8
月27日）。

北朝鮮が核実験：北朝鮮が、
大陸間弾道ミサイル用の水爆実
験に成功したと発表。北朝鮮の
核実験は約1年ぶりで通算6回目、
過去最大とみられる（9月3日）。

メキシコ南部で大地震：メキ
シコ南東部の太平洋沿岸地域で
M8超の地震が発生。当局による
と、メキシコでの過去100年間
の地震規模は最大で、多数の建
物が損壊し、少なくとも58人が
死亡（9月7日）。

政党支持率　自民党は23.7％
で、前月から2.0ポイント低下し
た。民進党は1.1ポイント増の
4.3％、公明党は2.4ポイント増の
4.9％、共産党は1.0ポイント減の
1.3%、日本維新の会は0.2ポイ
ント増の1.0％。支持政党なしは
62.9％で前月より0.7ポイント増。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 よ り0.3ポ イ ン ト 減 の
6.9％、「悪くなった」は4.1ポイ
ント増えて22.1％。時事世論景
気指数は124で前月より8ポイン
トの低下。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月比0.6
ポイント増の5.0％、「苦しくなっ
た」は3.2ポイント増の21.4％
だった。

大高度は約550㎞に達した（8月
29日）。

メイ首相来日：就任後初来日
した英国のメイ首相と安倍首相
は、首脳会談で核・ミサイル開発
を加速させる北朝鮮への圧力を
一層強化し、中国に役割を果たす
よう求めていくことで一致。英国
のE U離脱に関し、安倍首相は、
英国の日系企業への影響を最小
化するよう要請した（8月31日）。

民進党の新代表に前原氏：蓮
舫代表の辞意表明を受けて実施
された民進党代表選挙で、新代
表に前原誠司元外相が選出され
た（9月1日）。

国外では、
世界遺産・九寨溝でM7地震：

中国の四川省アバチベット族・
チャン族自治州九寨溝県でM7.0
の地震あり、300人近くの死傷
者がでた（8月8日）。

スペインで車突入テロ相次ぐ：
スペインのバルセロナ繁華街で
車が群衆に突っ込み、13人が死
亡。また、近郊のカンブリスで
も車暴走事件があり、1人が死亡。
連続テロによる負傷者は120人
以上。過激派組織・イスラム国
が犯行声明（8月17 ～ 18日）。

米大統領、政権幹部を解任：
米ホワイトハウスは、トランプ
大統領の側近であるバノン首席
戦略官・上級顧問の退任を発表。
トランプ政権では辞任・解任が
相次ぎ、2月以降幹部6人が次々
に退任している（8月18日）。

米駆逐艦とタンカーが衝突：
アメリカの第７艦隊に所属する
ミサイル駆逐艦が、シンガポー
ル沖でリベリア船籍のタンカー
と衝突。行方不明の乗組員10人
が、浸水した艦内から遺体となっ
て収容された（8月21日）。

北朝鮮、短距離ミサイル発射：
北朝鮮が日本海に向け、短距離
弾道ミサイル3発を発射。飛行
距離は約250㎞とみられる（8月
26日）。

ロヒンギャ武装集団とミャン
マー国軍が衝突：ミャンマー西
部のラカイン州でイスラム系少
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